
(単位：百万円）

金　　額 金　　額

38,839                  21,312                  

9,239                    1,935                    

1,457                    247                      

5,269                    760                      

61                        352                      

19,034                  3,890                    

1,027                    13,673                  

2,766                    431                      

△17                     20                        

24,682                  25,040                  

6,671                    1,609                    

2,621                    5                         

14                        22,887                  

337                      538                      

3,697                    

46,352                  

742                      

2                         

730                      

10                        17,168                  

100                      

17,268                  

160                      17,068                  

150                      25                        

7                         17,043                  

1,120                    17,043                  

15,706                  

122                      17,168                  

63,521                  63,521                  

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

敷 金 及 び 保 証 金

関 係 会 社 株 式 利 益 剰 余 金

負　債　合　計

無 形 固 定 資 産

借 地 権 純　　資　　産　　の　　部

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 株 主 資 本

資 本 金

そ の 他  純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債及び純資産合計

匿 名 組 合 出 資 金 利 益 準 備 金

長 期 前 払 費 用 そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産 繰 越 利 益 剰 余 金

投 資 その 他の 資産

構 築 物 長 期 預 り 敷 金 保 証 金

工 具 器 具 備 品 資 産 除 去 債 務

土 地

建 物 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

関 係 会 社 立 替 金 預 り 金

そ の 他 賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金 そ の 他

販 売 用 不 動 産 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品 未 払 消 費 税 等

関係会社短期貸付金 前 受 金

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 未 払 金

売 掛 金 未 払 費 用

貸　借　対　照　表
（2026年3月31日現在）

資　　　産　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

科　　　目 科　　　目



(単位：百万円）

75,526                        

65,363                        

10,162                        

販売費及び一般管理費 5,548                         

4,614                         

126                            

593                            

110                            

1                               830                            

0 0

5,445                         

5,445                         

1,447                         

84                             1,532                         

3,912                         

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

受 取 配 当 金

関 係 会 社 業 務 受 託 料

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

売 上 高

損　益　計　算　書
2025年4月01日から

2026年3月31日まで

科 目 金            額

支 払 利 息

経 常 利 益



(単位：百万円）

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 100               25                15,145          15,170          15,270          15,270          

当期変動額

剰余金の配当 -                 -                 △2,014         △2,014         △2,014         △2,014         

当期純利益 -                 -                 3,912            3,912            3,912            3,912            

当期変動額合計 -                 -                 1,898            1,898            1,898            1,898            

当期末残高 100               25                17,043          17,068          17,168          17,168          

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書
2025年4月01日から

2026年3月31日まで

株主資本

純資産
合計資本金

利益剰余金
株主資本

合計利益
準備金

利益剰余金
合計



【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した会計処理の原則及び手続きは、次のとおりであります。

1.資産の評価基準、評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
（ア）関係会社株式 移動平均法による原価法
（イ）その他有価証券(営業投資有価証券を含む)

　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、匿名組合出資金については、その損益のうち当社に帰属する

持分損益を「売上高」又は「売上原価」に計上するとともに「匿名組合

出資金」を加減する方法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

（ア) 販売用不動産 個別法による原価法

（イ) 仕掛販売用不動産 個別法による原価法
（いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの

　方法により算定）

2.固定資産の減価償却の方法

定率法

　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物及び2016年4月1日以降に取得

した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しております。

定額法
　自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に

基づく定額法を採用しております。

3.引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 　役員及び従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

(3) 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（5年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（5年）による均等額を発生年度の翌事業年度から費用処理して

おります。

(4) 役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

4.消費税等の会計処理方法

　資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としております。

個　別　注　記　表

（1）有形固定資産

（2）無形固定資産



5.収益及び費用の計上基準

　当社は、主要な事業として不動産賃貸事業、不動産管理事業、及び不動産販売事業を行っています。各

事業における履行義務の内容は次のとおりです。

　不動産賃貸事業については、マンション・戸建て等主として住宅の賃貸運営を行う事業であり、入居者と

の不動産賃貸借契約に基づき不動産を賃貸する義務等を負っております。なお、不動産賃貸収益は、リ

ース取引に関する会計基準を適用して収益認識を行っております。

　不動産管理事業については、不動産の設備管理、清掃、保安警備、テナント管理、テナント募集、新規・

更新事務代行等を行う事業であり、不動産管理契約に基づき、テナント管理や設備管理等のサービスを提

供する義務等を負っております。当該履行義務は一時点で充足されるものであり、管理報告書を毎月指定

日までに作成し、契約に基づいた金額を収益として認識しております。

　その他上記に付随して、工事仲介契約に基づき工事の斡旋を行っており、顧客の紹介等を行う義務を

負っています。当該履行義務は一時点で充足されるものであり、顧客から工事代金支払が行われた時点

で、契約に基づいた金額を収益として認識しております。

　不動産販売事業については、主として住宅の買取物件再販売に関する事業であり、顧客との不動産売

買契約に基づき当該物件の引渡しを行う義務を負っております。これらの履行義務は、物件を引き渡した

時点で、顧客に対して法的所有権、物理的占有、物件の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、

また当社は顧客から支払いを受ける権利を得るため、その時点で収益を認識しております。

　これらの事業から生じる対価の金額に重要な金融要素は含まれておらず、また、対価の金額が変動しう

る重要な変動対価はありません。

【会計上の見積りに関する注記】

　当社の財務諸表には、決算日における資産・負債の報告数値及び報告期間における収益・費用の報告

数値に影響を与える見積り及び予測が含まれます。当該見積り及び予測には不確実性が存在することから

将来生じる実際の結果はこれらの見積り及び予測と異なる可能性があります。

当社では、特に以下の会計上の見積り及び仮定が当社の財務諸表に重要な影響を与えるものと考えてお

ります。

1.たな卸資産の評価
　当社が所有しているたな卸資産は主に、販売用不動産5,269百万円で構成されております。

これらについて、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定し、正味売却価額が取得原価

よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とし、その差額を評価減とし

て費用計上しております。評価減はたな卸資産から直接減額しております。正味売却価額は、売価から

見積追加工事原価及び見積販売直接経費を控除したものであります。たな卸資産の評価における重要

な仮定は、売却市場における類似資産の市場価値です。なお、当事業年度末において評価減を計上し

たものはありません。

2.有形固定資産の減損

　当社が計上しております有形固定資産（貸借対照表計上額6,671百万円）は、資産又は資産グルー

プにおいて減損をしている可能性を示す兆候の有無を判定し、兆候がある場合には当該資産又は資産

グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可能価額は正味売却

価額、あるいは使用価値により算定しております。減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当っ

ては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や

仮定に変更が生じ減少した場合、減損処理が必要となる可能性があります。減損の兆候の判定及び回

収可能価額の見積りにおける重要な仮定は、売却可能価額の算定に用いる類似資産の市場価値、不

動産鑑定評価や使用価値の算定に用いる過去の実績に基づいた将来キャッシュ・フローの見積り、及び

割引率です。過去の実績には賃貸住宅のテナント賃料や稼働率が含まれます。なお、当事業年度末に

おいて減損損失を計上したものはありません。



1.関係会社に対する短期金銭債権 181百万円

2.関係会社に対する短期金銭債務 398百万円

3.有形固定資産の減価償却累計額 2,591百万円

1.関係会社との取引高

売 上 高 165百万円
販売費及び一般管理費 256百万円
営業取引以外の取引高 692百万円

1.当事業年度末日における発行済株式数
4,764株

2.剰余金の配当に関する事項

（1）2025年6月23日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

配当金の総額 2,014百万円

1株当たり配当額 422,770.46円 

基準日 2025年3月31日

効力発生日 2025年6月25日

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

次のとおり決議を予定しております。

配当金の総額 2,259百万円

1株当たり配当額 474,280.22円 

基準日 2026年3月31日

効力発生日 2026年6月23日

株主資本等変動計算書に関する注記

貸借対照表に関する注記

損益計算書に関する注記



1．金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。

　営業債権に係る信用リスクは、内規に基づく管理によりリスク低減を図っております。

　営業債務は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

2．金融商品の時価等に関する事項

　2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、市場価格のない株式等は、関係会社株式と匿名組合出資金であり次表に含めておりません（注3を

　ご覧ください）。

(単位：百万円）

(注)  1．負債に計上されているものについては、( )で示しております。

 2．金融商品の時価の算定方法

　　　　資産

　　　　現金及び預金、並びに関係会社短期貸付金

　　　　　　　これらは短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似するものであることから、記載は省略

　　　　　　しております。

　　　敷金及び保証金

　　　　　　　これらは合計額を、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用リスクを上

　　　　　　乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　　　負債

　　　　預り金

　　　　　　　これらは短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似するものであることから、記載は省略

　　　　　　しております。

　　　　長期預り敷金保証金

　　　　　　　これらは合計額を、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッド

　　　　　　を上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　　　(4)長期預り敷金保証金 3．市場価格のない株式等

(単位：百万円）

（※）匿名組合出資金は「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第31号　2021年６月17日。）第24-16項に従い、時価開示の対象とはしておりません。

金融商品に関する注記

貸借対照表
計上額

時価 差額

760                                   

（1）　敷金及び保証金 15,706                     15,019                     △687                                

区分

150                              匿名組合出資金（※）

貸借対照表計上額

22,126) (  22,887) (  （2）　長期預り敷金保証金

非上場株式 160                              



1.繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

法定実効税率
(調整)

賞 与 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
未 払 社 会 保 険 料
販 売 用 不 動 産 評 価 損
貸 倒 引 当 金

減 損 損 失

繰 延 税 金 資 産 ( 負 債 ) の 純 額

140百万円
140百万円

1,120百万円

未 払 事 業 税
未 払 事 業 所 税
資 産 除 去 債 務

そ の 他
繰 延 税 金 資 産 小 計
評 価 性 引 当 額
繰 延 税 金 資 産 合 計

77百万円

189百万円

143百万円
34百万円

資産除去債務に対応する有形固定資産
繰 延 税 金 負 債 合 計

1,261百万円

1,261百万円
－

1百万円
570百万円
18百万円
58百万円
6百万円

税効果会計に関する注記

152百万円

給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除
受取配当等永久に益金に算入されない項目

住民税均等割

34.59%

7百万円

0.69%
△3.76%
△2.94%

0.02%
△0.45%
28.14%

その他

交際費等永久に損金に算入されない項目

税効果会計適用後の法人税等の負担率



(単位：百万円）

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）1．キャッシュ･マネジメント･システムによる資金の貸付については、基本契約に基づき残高が毎日変動
              するため、期末残高のみを記載しております。なお、担保は受け入れておりません。
　　　　 2．キャッシュ･マネジメント･システム以外の貸付については、当座貸越契約であり、基本契約に基づき
              残高 が毎日変動するため、期末残高のみを記載しております。なお、担保は受け入れておりません。 
　　　　3．受取利息は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

  　　　4．受取配当金は子会社の財務状況を勘案し、一定の基準に基づき決定しております。

　当社は、東京都において、賃貸用のマンション（土地を含む。）を有しております。

　2026年3月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は179百万円（賃貸収益は売上高に、主

な賃貸費用は売上原価に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度の増減額及び時価は、次のとおりであり

ます。
(単位：百万円）

　（注）1．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　　　　2．当事業年度増減額のうち、主な増加額は改修・設備投資(266百万円)、主な減少額は減価償却費（89百万円）

　によるものであります。

　　　　3．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

期末残高

16,844              

－

東急不動産
ホールディング

ス（株）

会社等の名称 取引の内容

ｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄ･ｼｽﾃﾑによ
る資金の貸付

（注１）

受取利息
（注3）

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

役員の兼任

取引金額

－

関連当事者との取引に関する注記

属性

親
会
社

科目

関係会社
短期貸付金

当事業年度増減額

176

当期末の時価

10,293

当期末残高

貸借対照表計上額

当期首残高

4,840 5,017

賃貸等不動産に関する注記

2,190               

2

729

子
会
社

立替金

90

被所有
直接100％

－

レジデンシャル
パートナーズ

(株)

関係会社
短期貸付金

未収利息

－

8

資金の貸付
（注2）

東急社宅マネ
ジメント（株）

所有
直接100％

役員の兼任
受取利息

（注3）

配当金の
受取

593 －役員の兼任
所有

直接100％

出向社員の
派遣

－

未収利息



1．１株当たり純資産額 3,603,840円38銭
2．１株当たり当期純利益 821,283円98銭

１株当たり情報に関する注記


